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第一部【ファンド情報】

 

第１【ファンドの状況】

 

１【ファンドの性格】

 

（1）【ファンドの目的及び基本的性格】

 

①　ファンドの目的

安定した収益の確保と信託財産の着実な成長を目指して運用を行います。

 

②　信託金限度額

300億円を上限とします。

 

③　ファンドの基本的性格

ＵＢＳ償還条件付利回り積極追求型ファンド／デュアルバリア06-12　１年半判定（以下、「ファン

ド」または「当ファンド」ということがあります。）は、社団法人 投資信託協会の定める商品分類の

うち単位型／国内／株式／特殊型（条件付運用型）に属します。

以下、同協会の定める商品分類・属性区分においてファンドが該当する部分を網掛け表示しています。

＜商品分類表＞

単位型・追加型 投資対象地域 投資対象資産 補足区分

単位型
追加型

国内
海外
内外

株式
債券

不動産投信
その他資産
資産複合

インデックス型
特殊型

(条件付運用型)

※商品分類表における用語の定義

単位型 当初、募集された資金が一つの単位として信託され、その後の追加設定
は一切行われないファンド

目論見書または約款において以下の主旨の記載があるもの
国内 組入資産による主たる投資収益が実質的に国内の資産を源泉とする
株式 組入資産による主たる投資収益が実質的に株式を源泉とする
特殊型（条件付運
用型）

投資者に対して注意喚起することが必要と思われる特殊な仕組みある
いは運用手法のうち、下記の属性区分表の特殊型における条件付運用型
の性格を持つ

 

＜属性区分表＞

投資対象資産 決算頻度 投資対象地域 特殊型
株式

一般
大型
中小型

債券
一般
公債
社債

その他債券
不動産投信
その他資産
資産複合
資産配分固定型
資産配分変更型

年1回
年2回
年4回
年6回
（隔月）
年12回
（毎月）
日々
その他

グローバル（除く日本）
日本
北米
欧州
アジア
オセアニア
中南米
アフリカ
中近東
（中東）
エマージング

ブル・ベア型
条件付運用型
特殊型
ロング・ショート型/
絶対収益追求型
その他の指数

※属性区分表における用語の定義

目論見書または約款において以下の主旨の記載があるもの

EDINET提出書類

ユービーエス・グローバル・アセット・マネジメント株式会社(E12473)

有価証券報告書（内国投資信託受益証券）

 2/73



債券　その他債券
（注）

公債または社債以外の債券に主として投資する

年2回 年2回決算する
日本 組入資産による投資収益が日本の資産を源泉とする
条件付運用型 仕組債への投資またはその他特殊な仕組みを用いることにより、目

標とする投資成果(基準価額、償還価額、収益分配金等)や信託終了日
等が、明示的な指標等の値により定められる一定の条件によって決
定される

（注）ファンドは主として株価指数に価格が連動する性格を持つ債券に投資するため、前記の商品

分類表における投資対象資産では収益の源泉を「株式」として分類しています。

 

（※）社団法人 投資信託協会の商品分類および属性区分の定義については社団法人 投資信託協

会のホームページ（http://www.toushin.or.jp/）をご覧ください。
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④　ファンドの特色
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（2）【ファンドの仕組み】

 

①　ファンドの仕組み

 

 

②　委託会社の概況（平成21年2月27日現在）

・　資本金　22億円

・　沿革

平成 8年 4月 1日 ユー・ビー・エス投資顧問株式会社設立

平成10年 4月28日 ユー・ビー・エス投信投資顧問株式会社に商号変更

平成12年 7月 1日 ユービーエス・ブリンソン投資顧問株式会社と合併し、

ユービーエス・アセット・マネジメント株式会社に商号変更

平成14年 4月 8日 ユービーエス・グローバル・アセット・マネジメント株式会社に商号変更

・　大株主の状況

株　主　名 住　　　所 持株数 持株比率

ユービーエス・
エイ・ジー

スイス共和国 バーゼルCH-4051
エーシェンフォルシュタッド 1
スイス共和国 チューリッヒ CH-8098
バーンホッフシュトラッセ 45

21,600株100.00％
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２【投資方針】

（1）【投資方針】

Ⅰ. 信託契約締結日から第２計算期間までの期間

1. 主として信託契約締結日（平成18年12月1日）から平成18年12月7日までの日経平均株価（日経２２

５）の終値（銭単位）の平均値（円未満切捨て）（以下「スタート株価」といいます。）に対する日

経平均株価（日経２２５）の終値の水準によって償還額が決定され、かつ償還額の上限が限定されて

おり、あらかじめ発行条件の定められているＵＢＳ ＡＧロンドン支店が発行するユーロ円債（以下

「ユービーエス債」ということがあります。）に投資し、可能な限り高位に組み入れます。

2. 原則として、当該ユーロ円債は償還されるまで保有するものとし、銘柄入替えは行いません。ただし、

当該ユーロ円債の発行体の信用状況が著しく悪化した場合、または債務不履行となった場合等には、

委託者の判断で当該ユーロ円債をすべて売却することがあり、その場合には信託契約を解約し、信託

を終了させます。

3. 平成19年11月20日または平成20年5月20日（以下「株価判定日」といいます。）の日経平均株価（日

経２２５）の終値がスタート株価以上となった場合には、当該ユーロ円債は、元本を確保して償還す

るため、当該株価判定日から最も近い計算期間終了日に信託契約を解約し、信託を終了させます。

4. 平成18年12月14日から平成20年5月20日までの期間（以下「株価判定期間」といいます。）において、

日経平均株価（日経２２５）の終値が一度もスタート株価から20％以上下落しない場合には、当該

ユーロ円債は、元本を確保して償還するため、第２計算期間終了日に信託契約を解約し、信託を終了さ

せます。

5. 上記3.および4.の条件を満たさなかった場合には、当該ユーロ円債は、スタート株価に対する平成20

年5月20日の日経平均株価（日経２２５）の終値の水準に応じた価格で償還しますが、この場合、この

信託は第３計算期間以降、以下のⅡ.に基づき、運用を行います。

6. なお、スタート株価の決定期間（以下「信託契約締結日から平成18年12月7日まで」をいいます。）、

株価判定日または株価判定期間に、何らかの事情により日経平均株価（日経２２５）の算出・発表が

停止となった場合等には、組み入れたユーロ円債の発行条件に則して、スタート株価の決定期間、株価

判定日または株価判定期間を変更することや、組み入れたユーロ円債の計算代理人（引受金融商品取

引業者等）が適切と判断する値であり、かつ、委託者が適切と判断する値を用いて計算することがあ

ります。

Ⅱ. 第３計算期間以降

1. わが国の株式および有価証券指数等先物取引等を主要投資対象とし、日経平均株価（日経２２５）と

連動する投資成果を目指して運用を行います。

2. 基準価額（1万口当たり）が11,000円以上となった場合には、可能な限り速やかに組み入れ有価証券

を売却し、信託契約を解約して信託を終了させます。

 

資金動向、市況動向等によっては、上記のような運用ができない場合があります。

 

（2）【投資対象】

①　投資の対象とする資産の種類

この信託において投資の対象とする資産（本邦通貨表示のものに限ります。）の種類は、次に掲げる

ものとします。

1.　次に掲げる特定資産（「特定資産」とは、投資信託及び投資法人に関する法律第2条第1項で定め

るものをいいます。以下同じ。）

イ．有価証券

ロ. デリバティブ取引（金融商品取引法第2条第20項に掲げるものをいいます。）に係る権利のうち、

次に掲げる権利

(1) 有価証券先物取引（金融商品取引法第28条第８項第３号イに掲げるものをいいます。以下同

じ。）に係る権利

(2) 有価証券指数等先物取引（金融商品取引法第28条第８項第３号ロに掲げるものをいいます。以下
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同じ。）に係る権利

(3) 有価証券オプション取引（金融商品取引法第28条第８項第３号ハに掲げるものをいいます。以下

同じ。）に係る権利

(4) 外国金融商品市場において行う取引であって、(1)から(3)までに掲げる取引と類似の取引に係る

権利

(5) 有価証券先渡取引（金融商品取引法第28条第８項第４号イに掲げるものをいいます。）に係る権

利

(6) 有価証券店頭指数等先渡取引（金融商品取引法第28条第８項第４号ロに掲げるものをいいま

す。）に係る権利

(7) 有価証券店頭オプション取引（金融商品取引法第28条第８項第４号ハ及びニに掲げるものをい

います。）に係る権利

(8) 有価証券店頭指数等スワップ取引（金融商品取引法第28条第８項第４号ホに掲げるものをいい

ます。）に係る権利

(9) 金融先物取引（証券取引法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法

律（平成18年法第66号）第1条の規定による廃止前の金融先物取引法（昭和63年法第77号）第２

条第１項に規定するものをいいます。）に係る権利

(10)金融デリバティブ取引（投資信託及び投資法人に関する法律施行規則等の一部を改正する内閣

府令（平成19年内閣府令第61号）第１条の規定による改正前の投資信託及び投資法人に関する

法律施行規則（平成12年総理府令第129号）第４条各号に規定するものをいい、金融先物取引を

除きます。）に係る権利（(1)から(8)までに掲げるものに該当するものを除きます。）

ハ. 約束手形（金融商品取引法第２条第１項15号に掲げるものを除きます。)

ニ. 金銭債権

2.　次に掲げる特定資産以外の資産

イ．為替手形

②　投資の対象とする有価証券

この信託において投資の対象とする有価証券（金融商品取引法第２条第２項の規定により有価証券

とみなされる同項各号に掲げる権利を除きます。）（本邦通貨表示のものに限ります。）は、次に掲げ

るものとします。

1． 株券

2． 国債証券

3． 地方債証券

4． 特別の法律により法人の発行する債券

5． 社債券（新株引受権証券と社債券とが一体となった新株引受権付社債券（以下「分離型新株引

受権付社債券」といいます。）の新株引受権証券を除きます。）

6． 資産の流動化に係る特定社債券（金融商品取引法第２条第１項第４号で定めるものをいいま

す。）

7． 特別の法律により設立された法人の発行する出資証券（金融商品取引法第２条第１項第６号で

定めるものをいいます。）

8． 協同組織金融機関に係る優先出資証券（金融商品取引法第２条第１項第７号で定めるものをい

います。）

9． 資産の流動化に係る優先出資証券または新優先出資引受件を表示する証券（金融商品取引法第

２条第１項第８号で定めるものをいいます。）

10．資産の流動化に係る特定目的信託の受益証券（金融商品取引法第２条第１項第13号で定めるも

のをいいます。）

11．コマーシャル・ペーパー

12．新株引受権証券（分離型新株引受権付社債券の新株引受権証券を含みます。以下同じ。）および

新株予約権証券

13．外国または外国の者の発行する証券または証書で、1.から12.までの証券または証書の性質を有
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するもの

14．投資信託または外国投資信託の受益証券（金融商品取引法第２条第１項第10号で定めるものを

いいます。）

15．投資証券または外国投資証券（金融商品取引法第２条第１項第11号で定めるものをいいます。

16.において同じ。）で下記16.で定める以外のもの

16．投資法人債券（金融商品取引法第２条第１項第11号で定めるものをいいます。以下16.において

同じ。）または外国投資証券で投資法人債券に類する証券

17．外国貸付債権信託受益証券（金融商品取引法第２条第１項第18号で定めるものをいいます。）

18．オプションを表示する証券または証書（金融商品取引法第２条第１項第19号で定めるものをい

います。）

19．預託証書（金融商品取引法第２条第１項第20号で定めるものをいいます。）

20．外国法人が発行する譲渡性預金証書

21. 指定金銭信託の受益証券（金融商品取引法第２条第１項第14号で定める受益証券発行信託の受

益証券に限ります。）

22. 抵当証券（金融商品取引法第２条第１項第16号で定めるものをいいます。）

23．貸付債権信託受益権であって金融商品取引法第２条第１項第14号で定める受益証券発行信託の

受益証券に表示されるべきもの

24．外国の者に対する権利で上記23.の有価証券の性質を有するもの

なお、1.の証券または証書ならびに13.および19.の証券または証書のうち1.の証券または証書の性質

を有するものを以下「株式」といい、2.から6.までの証券および16.の証券ならびに13.および19.の

証券または証書のうち2.から6.までの証券の性質を有するものを以下「公社債」といい、14.ならび

に15.の証券を以下「投資信託証券」といいます。

③　金融商品の指示範囲

委託者は、信託金を、前記②に掲げる有価証券のほか、次に掲げる金融商品（金融商品取引法第２条第

２項の規定により有価証券とみなされる同項各号に掲げる権利を含みます。）により運用することを

指図することができます。

1.   預金

2.   指定金銭信託（金融商品取引法第２条第１項第14号に規定する受益証券発行信託を除きま

す。）

3.   コールローン

4.   手形割引市場において売買される手形

5.   貸付債権信託受益権であって金融商品取引法第２条第２項第１号で定めるもの

6.   外国の者に対する権利で前号の権利の性質を有するもの

④　その他の投資対象

委託者は信託金を、投資信託約款に定める次に掲げるものにより運用することの指図をすることがで

きます。

1.   有価証券先物取引等

2.   スワップ取引
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（3）【運用体制】

 

＜ＵＢＳグローバル・アセット・マネジメント株式会社の運用体制＞

 

（平成21年1月末日現在）

※上記の運用体制は今後変更される場合があります。

 

＜運用体制に関する社内規則等およびファンドに関係する法人等の管理＞

ファンドの運用に関しましては、当社の運用部門（20名程度）は、運用に関する社内規則を遵守することが

求められております。当該社内規則におきましては、運用者の適正な行動基準および禁止行為が規定されて

おり、法令遵守、顧客の保護、最良執行・公平性の確保等が規定されています。実際の取引においては、取引

を行う第一種金融商品取引業者の承認基準、利害関係人との取引・ファンド間売買等の種々の社内規程を

設けて、利益相反となる取引、インサイダー取引等の防止措置を講じております。

当社では、受託会社または受託会社の再信託先に対しては、日々の純資産照合、月次の勘定残高照合などを

行なっています。また、受託業務の内部統制の有効性についての監査人による報告書を受託会社より受取っ

ております。

 

＜内部管理およびファンドに係る意思決定を監督する組織＞

投資政策委員会：

投資政策および運用の基本方針の全社的審議ないし決定機関として投資政策委員会を取締役会直属の機関

として設置しております。投資政策委員会はチーフ・インベストメント・オフィサー（CIO）が毎月招集

し、その議事運営には、CIOの他、運用部門を構成する各グループのヘッド、各資産クラス等（例：国内債券、

国内株式、グローバル債券、グローバル株式等）の運用を担当するシニア・ポートフォリオ・マネジャー10

名程度がメンバーとして参加しております。また、これらメンバーとは別に、投資政策委員会が適切とみな

す他の役職員にオブザーバーとして出席を求めることができます。

 

投資管理委員会：
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運用状況の報告を受けて、投資目標、方針との整合性、投資ガイドラインの遵守状況等を検討、分析すると

ともに、パフォーマンスの向上のための対応策を審議する機関として投資管理委員会を、取締役会直属の

機関として設置しております。投資管理委員会は事務管理部門長が毎月招集し、その議事運営にあたり、事

務管理部門長の他、パフォーマンス分析担当者、運用部門の担当者、クライアント・マネジメント部のヘッ

ドまたは担当者、投信営業部の担当者、法規管理室長の6名程度がメンバーとして参加します。また、これら

のメンバーとは別に、当委員会が適切とみなす他の役職員にオブザーバーとして出席を求めることができ

ます。

 

リーガル・コンプライアンス・リスク委員会：

業務の執行にあたって、経営上ならびに業務上のリスクのモニタリングおよび管理の総合的な検討を行う

機関としてリーガル・コンプライアンス・リスク委員会を取締役会直属の機関として設置しております。

リーガル・コンプライアンス・リスク委員会は、社長が毎月および必要に応じて招集し、その議事運営に

あたり、社長の他、管理部門統括責任者、法規管理室、運用部門、年金営業部／コンサルタント・マネジメン

ト部、投信営業部、法人営業部、運用商品開発部、ドキュメンテーション部、クライアント・マネジメント

部、事務管理部門、経理部、インフォメーション・テクノロジー部のそれぞれのヘッドおよびビジネス・マ

ネジャーの15名程度により構成されております。また、リーガル・コンプライアンス・リスク委員会が適

切とみなす他の職員に出席を求めることができ、常勤監査役も、委員会に出席することができます。

 

（4）【分配方針】

毎決算時に、原則として以下の方針に基づき収益分配を行います。

・　分配対象額の範囲は、元本超過額または経費控除後の利子、配当等収益のいずれか多い額としま

す。

・　収益分配金額は、委託者が基準価額水準、市況動向等を勘案して決定します。ただし、分配対象額が

少額の場合等には、分配を行わない場合があります。

・　収益の分配にあてなかった利益の運用については特に制限を定めず、運用の基本方針に基づき元

本部分と同一の運用を行います。

（注）ファンドの分配金は、決算日において振替機関等の振替口座簿に記載または記録されている受

益者（当該収益分配金にかかる決算日以前において一部解約が行われた受益権にかかる受益者

を除きます。）に、原則として決算日から起算して5営業日目からお支払いします。

 

（5）【投資制限】

①　投資信託約款による投資制限

1.　株式への投資割合に制限を設けません。

2.　新株引受権証券および新株予約権証券への投資割合は、取得時において信託財産の純資産総額の

20％以内とします。ただし、有価証券の値上がり等により、20％を超えることとなった場合には、速

やかに調整します。

3.　投資信託証券への投資割合は、信託財産の純資産総額の5％以内とします。

4.　同一銘柄の株式への投資割合には、制限を設けません。

5.　同一銘柄の新株引受権証券および新株予約権証券への投資割合は、取得時において信託財産の純資

産総額の5％以内とします。

6.　外貨建資産への投資は行いません。

7.　デリバティブの利用はヘッジ目的に限定しません。

8.　先物取引等の運用指図

・　委託者は、わが国の金融商品取引所における有価証券先物取引、有価証券指数等先物取引および有

価証券オプション取引ならびに外国の取引所におけるわが国の有価証券に係るこれらの取引と

類似の取引を行うことの指図をすることができます。なお、選択権取引は、オプション取引に含め

て取扱うものとします。

・　委託者は、わが国の取引所における金利に係る先物取引およびオプション取引ならびに外国の取
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引所におけるわが国の金利に係るこれらの取引と類似の取引を行うことの指図をすることがで

きます。

9.　スワップ取引の運用指図

・　委託者は、信託財産に属する資産の効率的な運用に資するため、異なった受取金利または異なった

受取金利とその元本を一定の条件のもとに交換する取引等を行うことの指図をすることができ

ます。

・　スワップ取引の指図にあたっては、当該取引の契約期限が、原則として信託期間を超えないものと

します。ただし、当該取引が当該信託期間内で全部解約が可能なものについてはこの限りではあ

りません。

・　スワップ取引の評価は、当該取引契約の相手方が市場実勢金利等をもとに算出した価額で評価す

るものとします。

・　委託者は、スワップ取引を行うにあたり担保の提供あるいは受入れが必要と認めたときは、担保の

提供あるいは受入れの指図を行うものとします。

10. 信用取引の運用指図

・　委託者は、信託財産の効率的な運用に資するため、信用取引により株券を売り付けることの指図を

することができます。なお、当該売り付けの決済については、株券の引渡しまたは買戻しにより行

うことの指図をすることができるものとします。

・　前記の信用取引の指図は、当該売り付けにかかる建玉の時価総額が信託財産の純資産総額の範囲

内とします。

・　信託財産の一部解約等の事由により、前項の売り付けにかかる建玉の時価総額が信託財産の純資

産総額を超えることとなった場合には、委託者は速やかに、その超える額に相当する売付けの一

部を決済するための指図をするものとします。

11. 委託者は、信託財産の効率的な運用に資するため、信託財産に属する株式および公社債の貸付の指

図をすることができます。委託者は、有価証券の貸付けにあたって必要と認めたときは、担保の受

入れの指図を行うものとします。

12. 委託者は、信託財産の効率的な運用ならびに運用の安定性をはかるため、一部解約に伴う支払い資

金手当て（一部解約に伴う支払資金の手当てのために借入れた資金の返済を含みます。）を目的

として、資金借入れ（コール市場を通じる場合を含みます。）の指図をすることができます。なお、

当該借入金をもって有価証券等の運用は行わないものとします。

 

②　法令等による投資制限

1.　デリバティブ取引の投資制限

委託会社は、運用財産に関し、金利、通貨の価格、金融商品市場における相場その他の指標に係る変

動その他の理由により発生し得る危険に対応する額としてあらかじめ委託会社が定めた合理的な

方法により算出した額が当該運用財産の純資産額を超えることとなる場合において、デリバティ

ブ取引（新株予約権証券またはオプションを表示する証券もしくは証書に係る取引および選択権

付債券売買を含みます。）を行い、または継続することを内容とした運用を行うことをしないもの

とします。

2.　同一法人の発行する株式への投資制限

委託会社は、同一の法人の発行する株式を、委託会社が運用の指図を行う全ての委託者指図型投資

信託につき信託財産として有する当該株式に係る議決権の総数が、当該株式に係る議決権の総数

に100分の50の率を乗じて得た数を超えることとなる場合において、当該株式を信託財産をもって

取得することを受託会社に指図しないものとします。
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３【投資リスク】

当ファンドは設定日から平成20年5月30日までの期間は、日経平均株価（日経２２５）の変動に応
じて償還価格が決定されるユーロ円債（ユービーエス債）に投資し、繰上償還をしない場合、平成
20年5月31日以降は主としてわが国の株式に投資します。よってファンドの基準価額は、当ファン
ドに組み入れられる有価証券の値動きにより変動します。
したがって、当ファンドは元金および利回りが保証されているものではなく、基準価額の下落によ
り、損失を被り、投資元本を割り込むことがあります。これらの運用による利益および損失はすべ
て投資家の皆様に帰属します。

 

当ファンドにかかる主なリスクは次の通りです。

ただし、すべてのリスクについて記載されているわけではありません。

 

第１計算期間および第２計算期間（設定日から平成20年5月30日まで）における主なリスクは、以下の通りで

す。

（1）　ユーロ円債の価格変動リスク

当ファンドが主な投資対象とするユーロ円債は、日経平均株価の下落および金利の上昇等により価格

が下落するリスクがあります。当該債券が値下がりした場合、当ファンドの基準価額は下落します。

 

（2）　発行体の信用リスク

当ファンドが主な投資対象とするユーロ円債は、ＵＢＳ ＡＧロンドン支店が発行します。債券の発行

体に経営不振もしくは債務不履行等が生じた場合、またはそれらが予想される局面となった場合には、

当該債券の価格は大きく下落し、当該債券の利払いや償還金があらかじめ決められた条件で支払われ

なくなるリスクがあります。

 

（3）　流動性リスク

当ファンドはユーロ円債を償還まで保有することを原則としますが、当該債券の残存期間中に一部売

却する場合には、特定の金融商品取引業者等が買い取る形式をとって、流動性の確保が図られておりま

す。特定の金融商品取引業者等の債務不履行等の事由により、特定の金融商品取引業者等が買い取りを

行えなくなった場合等には、基準価額が下落することがあります。

 

（4）　日経平均株価の銘柄構成入替えリスク

日経平均株価の構成銘柄変更、株式市場自体の変化などにより、日経平均株価の指標性や価格変動性な

どが大きく変化した場合、基準価額に影響が及ぶ可能性があります。将来、日経平均株価が改廃される

可能性もあります。

 

（5）　特定の債券への銘柄集中によるリスク

当ファンドは、原則としてユーロ円債を高位に組み入れます。また、原則として設定時に一度組み入れ

た銘柄は第１計算期間中および第２計算期間中保有することから、複数銘柄に分散投資された投資信

託に比べ、当該債券が及ぼす基準価額への影響は大きくなります。

 

第３計算期間以降（平成20年5月31日以降）における主なリスクは、以下の通りです。

 

（1）　株式投資に関する価格変動リスク

当ファンドはわが国の株式へ投資を行います。株価は、政治・経済情勢、株式の需給関係、発行企業の業

績等を反映して変動します。また株価は、短期的または長期的に大きく下落することがあります。組入

銘柄の株価が下落した場合には、基準価額が下落する要因となります。また株式の発行企業の業績悪化

や経営不安、倒産等に陥った場合には投資資金の回収が出来なくなる場合があります。

 

（2）　日経平均株価からの乖離リスク

当ファンドは日経平均株価の動きと連動することを目指していますが、その投資成果は完全に連動す
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るものではなく、乖離が生じます。乖離の程度は、信託報酬、株式売買委託手数料等の負担、指数構成銘

柄を一部組み入れないこと等により変動します。

 

（3）　日経平均株価の銘柄構成入替えリスク

日経平均株価の構成銘柄変更、株式市場自体の変化などにより、日経平均株価の指標性や価格変動性な

どが大きく変化した場合、基準価額に影響が及ぶ可能性があります。ただし、ファンドの償還価額の決

定方法に変更はありません。また、将来、日経平均株価が改廃される可能性もあります。

 

（4）　有価証券先物取引等に伴うリスク

当ファンドは、有価証券先物取引等を利用する場合があります。有価証券先物取引等を利用した場合に

は、当該取引の価格変動の影響を受けます。

 

投資信託に関する一般的なリスク

 

1.　法令や税制が変更される場合に、投資信託を保有する受益者が不利益を被る可能性があります。

2.　信託財産の状況によっては、目指す運用が行われないことがあります。また、信託財産の減少の状況に

よっては、委託会社が目的とする運用が困難と判断した場合、安定運用に切り替えることがあります。

3.　証券市場および外国為替市場は、世界的な経済事情の急変またはその国における天災地変、政変、経済

事情の変化もしくは政策の変更等の諸事情により閉鎖されることがあります。これにより当ファンド

の運用が影響を被って基準価額の下落につながり、その結果、投資元本を下回る可能性があります。

 

投資信託に関する一般的な留意事項

 

1.　投資信託は、元本および利息の保証はありません。

2.　登録金融機関は、投資者保護基金には加入していません。

3.　投資信託の設定・運用は投資信託委託会社が行います（販売会社は販売の窓口となります。）。

4.　投資した資産価値の減少を含むリスクは、投資信託をご購入のお客さまが負います。

 

リスク管理体制
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（平成21年1月末日現在）

※上記の体制は今後変更される場合があります。
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４【手数料等及び税金】

受益者が、お申込みから換金・償還までに直接的または間接的にご負担していただく主な費用・税金は

以下の通りです。なお、税法が改正された場合には、税率等の課税上の取扱いが変更になる場合がありま

す。

詳細は、以下「（1）申込手数料」から「（5）課税上の取扱い」の各項目をご参照ください。

 

①　お申込時、収益分配時、換金（解約）時および償還時にご負担いただく費用・税金

時 期 項 目 費用・税金

申込時 申込手数料
1口1円につき、1.05％（税抜1.00％）を上限として販売
会社が定める手数料率を乗じて得た額とします。

収益分配時
所得税・地方税
（※1）

普通分配金に対し20％
（所得税15％、地方税5％）

解約時

信託財産留保額

＜第２計算期間まで＞
解約請求受付日の翌営業日の基準価額から信託財産留
保額（1万口当たり50円）が差し引かれます。ただし、平
成20年5月30日に解約した場合の解約価額は、解約請求
受付日の基準価額でした。

所得税・地方税
（※1）

解約時の差益に対し20％
（所得税15％、地方税5％）

償還時
所得税・地方税
（※1）

償還時の差益に対し20％
（所得税15％、地方税5％）

 

②　信託財産で間接的にご負担いただく（信託財産が支払う）費用

時 期 項 目 費 用

保有時

信託報酬

＜信託設定日から第１計算期間まで＞
元本総額に対して年率0.8925％ （税抜0.85％）
＜第２計算期間＞
元本総額に対して年率0.6300％ （税抜0.60％）
＜第３計算期間以降＞
純資産総額に対して年率0.6510％ （税抜0.62％）

監査報酬 監査報酬および当該監査報酬に係る消費税等相当額

信託事務の諸費用
（※2）

信託財産に関する租税および信託事務の処理に要する
諸費用および受託者の立替えた立替金の利息ならびに
当該信託事務の諸費用に係る消費税等相当額

売買委託手数料等
（※2）

組入有価証券の売買に係る売買委託手数料等および先
物取引・オプション取引等に要する費用等のファンド
を運用するための費用等ならびに当該売買委託手数料
等に係る消費税等相当額

 

※1　原則として個人の受益者については20％（所得税15％、地方税5％）の税率となりますが条件によっては

平成22年12月31日までは特例措置として、10％（所得税7％、地方税3％）の税率が適用されます。詳しく

は後記「（5）課税上の取扱い」の各項目をご参照ください。

※2　信託財産の規模、取引量等により変動しますので、事前に金額および計算方法を表示することができませ

ん。

（注）受益者が直接および間接的に負担する上記①および②の費用等の合計額は、保有期間等により異なりま

すので、事前に表示することができません。

 

（1）【申込手数料】

1口1円につき1.05％（税抜1％）を上限とし、販売会社が独自に定める率を乗じて得た額とします。

詳しくは、販売会社にお問い合わせください。
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（2）【換金（解約）手数料】

①換金手数料

換金手数料はありません。

②信託財産留保額

設定日から平成20年5月29日までの期間においては、解約時に、基準価額から信託財産留保額（1万口当

たり50円）が差し引かれます。

換金の詳細につきましては、販売会社にお問い合わせください。

 

（3）【信託報酬等】

信託報酬の総額は、信託契約締結日から第１計算期間末までの期間を通じて毎日、信託財産の元本総額

に年率0.8925％（税抜0.85％）を乗じて得た額、第２計算期間は毎日、信託財産の元本総額に年率

0.6300％（税抜0.60％）の率を乗じて得た額、第３計算期間以降は毎日、信託財産の純資産総額に年率

0.6510％（税抜0.62％）の率を乗じて得た額とします。信託報酬は、第１計算期間の６ヶ月終了日およ

び毎計算期末ならびに解約時または信託終了のとき信託財産中から支弁するものとします。

また信託報酬に係る消費税等に相当する金額を、信託報酬支弁のとき、信託財産中から支弁します。

信託報酬の総額（年率）
配　分

委託会社 販売会社 受託会社

（第１計算期間）
   信託財産の元本総額の
   0.8925％（税抜0.85％）

0.4725％
（税抜0.45％）

0.3675％
（税抜0.35％）

0.0525％
（税抜0.05％）

（第２計算期間）
   信託財産の元本総額の
   0.6300％（税抜0.60％）

0.2100％
（税抜0.20％）

0.3675％
（税抜0.35％）

0.0525％
（税抜0.05％）

（第３計算期間以降）
　 信託財産の純資産総額の
　 0.6510％（税抜0.62％）

0.2625％
（税抜0.25％）

0.3150％
（税抜0.30％）

0.0735％
（税抜0.07％）

 

（4）【その他の手数料等】

信託財産に関する以下の費用および当該費用にかかる消費税等相当額は受益者の負担とし、信託財産

中から支弁します。

①　監査費用

信託財産に係る監査報酬。

②　信託事務の諸費用

信託財産に関する租税および信託事務の処理に要する諸費用および受託者の立替えた立替金の利

息。

③　売買委託手数料等

組入有価証券の売買時の売買委託手数料等に要する費用等。

上記「（4）その他の手数料等」の②および③については、信託財産の規模、取引量等により変動しますの

で、事前に金額および計算方法は表示することができません。また、受益者が直接および間接的に負担する

費用の合計額についても、保有期間等により異なりますので、事前に表示することができません。

 

（5）【課税上の取扱い】

日本の居住者（法人を含む）である受益者に対する課税については、以下の取扱いとなります。

なお、税法等が改正された場合には、以下の内容は変更となる場合があります。

 

①  個人の受益者に対する課税

原則として20％（所得税15％および地方税5％）の税率が適用となります。ただし、平成22年12月

31日までは特例措置として、その年間の分配金など上場株式等の配当等の金額の合計額が100万円

（年間の支払金額が1万円以下の銘柄に係るものは除きます。）以下の部分には、10％（所得税7％お
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よび地方税3％）の税率が適用され申告不要の特例がありますが、100万円超となる場合には20％

（所得税15％および地方税5％）の税率となり申告不要の特例は適用されません。

また、一部解約時および償還時の差益については、譲渡所得として課税が行われ、原則として20％

（所得税15％および地方税5％）の税率が適用となります。ただし、平成22年12月31日までは特例措

置として、その年間の上場株式等の譲渡所得等の金額の合計額が500万円以下の部分には、10％（所

得税7％および地方税3％）の税率が適用され、源泉徴収選択口座においては申告不要の特例があり

ますが、500万円を超える場合には20％（所得税15％および地方税5％）の税率となり源泉徴収口座

であっても申告不要の特例は適用されません。

 

②  法人の受益者に対する課税

法人の受益者が支払いを受ける分配金ならびに一部解約時および償還時の元本超過額について

は、平成21年3月31日までは7％（所得税7％）、平成21年4月1日からは15％（所得税15％）の税率で

源泉徴収され法人の受取額となります。地方税の源泉徴収はありません。

なお、法人の益金不算入制度は適用されません。

 

課税上の取扱いの詳細につきましては、税務専門家に確認されることをお勧めいたします。
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５【運用状況】

 

（1）【投資状況】

（2009年1月30日現在）

資産の種類 国名 時価合計（円） 投資比率（％）

国債証券 日本 2,699,470,97459.48

現金・預金・その他の資産(負債控除後) － 1,838,755,31140.51

合計(純資産総額) － 4,538,226,285100.00

(注1)投資比率とは、ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価比率をいいます。

(注2)本書の中で金額および比率を表示する場合、四捨五入してあります。従って、合計の数字が一致しない

場合があります。

 

（2）【投資資産】

①【投資有価証券の主要銘柄】（2009年1月30日現在）

国／
地域

種類 銘柄名 数量
帳簿価額
単価
（円）

帳簿価額
金額
（円）

評価額
単価
（円）

評価額
金額
（円）

利率
（％）

償還期限
投資
比率
（％）

日本 国債証券 第５５０回政府短期証券 1,500,000,00099.971,499,678,75099.971,499,678,75002009年2月16日33.04

日本 国債証券 第５５５回政府短期証券 1,200,000,00099.981,199,792,22499.981,199,792,22402009年3月16日26.43

(注) 投資比率とは、ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価比率をいいます。
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種類別投資比率（2009年1月30日現在）

投資有価証券の種類 投資比率（％）

国債証券 59.48

合計 59.48

(注)投資比率とは、ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価比率をいいます。

 

②【投資不動産物件】

該当事項はありません。（2009年1月30日現在）

 

③【その他投資資産の主要なもの】（2009年1月30日現在）

資産の種類 地域 取引所 資産の名称
買建
/売建

数量 通貨 帳簿価額 評価額（円）
投資
比率
（％）

株価指数
先物取引

日本 大阪証券取引所
大証日経平均
株価指数先物

買建 572日本円 4,792,816,6004,541,680,000100.07

(注)投資比率とは、ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価比率をいいます。

 

(3)【運用実績】

①【純資産の推移】

2009年1月30日および同日1年以内における各月末ならびに下記決算期間末の純資産の推移は次の通りです。

 
純資産総額
（百万円）
（分配落）

純資産総額
（百万円）
（分配付）

1口当たり純資産額
（円）
（分配落）

1口当たり純資産額
（円）
（分配付）

第1計算期間
（2007年11月30日）

9,845 10,332 0.9287 0.9747

第2計算期間
（2008年5月30日）

9,076 9,102 0.8670 0.8695

第3計算期間
(2008年12月1日)

4,858 4,858 0.5075 0.5075

2008年1月末日 8,748 － 0.8356 －

2008年2月末日 8,851 － 0.8454 －

2008年3月末日 7,961 － 0.7605 －

2008年4月末日 8,802 － 0.8408 －

2008年5月末日 9,0769,102
 (注) 0.8670 0.8695

 (注)

2008年6月末日 8,069 － 0.8114 －

2008年7月31日 7,936 － 0.8047 －

2008年8月末日 7,720 － 0.7865 －

2008年9月末日 6,657 － 0.6844 －

2008年10月末日 4,893 － 0.5106 －

2008年11月末日 4,928 － 0.5147 －

2008年12月末日 5,066 － 0.5328 －

2009年1月30日 4,538 － 0.4788 －

（注）第2計算期末と2008年5月末日が同日であるため、2008年5月末日の純資産総額（分配付）および1口

当たり純資産額（分配付）の欄に第2計算期末と同じ数字を記載しています。

 

②【分配の推移】

 1口当たりの分配金（円）
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第1計算期間
(2006年12月1日～
2007年11月30日)

0.0460

第2計算期間
(2007年12月1日～
2008年5月30日)

0.0025

第3計算期間
(2008年5月31日～
2008年12月1日)

0.0000

 

③【収益率の推移】

 収益率（％）

第1計算期間
(2006年12月1日～
2007年11月30日)

△2.5

第2計算期間
（2008年12月1日～
2008年5月30日）

△6.4

第3計算期間
(2008年5月31日～
2008年12月1日)

△41.5
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第二部【ファンドの詳細情報】

 

第１【ファンドの沿革】

平成18年12月1日　信託契約締結、設定日、運用開始

 

第２【手続等】

１【申込（販売）手続等】

①　申込の受付

・　平成18年11月22日から平成18年11月30日まで

・　受益権取得申込者は、社債、株式等の振替に関する法律（以下「社振法」といいます。）に基づく

振替制度への移行の取扱いを規定した保護預り約款および振替制度に移行した振替受益権の管

理について定めた投資信託受益権振替決済口座管理約款にしたがって販売会社と契約を結んだ

方に限るものとします。

②　申込単位

・　1万円以上1円単位または1万口以上1口単位を最低単位として、販売会社が独自に定める単位としま

す。

　 ※詳しくは販売会社にお問い合わせください。

③　申込手数料

・　１口１円に対し1.05％（税抜1％）を上限として、販売会社が独自に定める率を乗じて得た額とし

ます。

　 ※詳しくは販売会社にお問い合わせください。

 

２【換金（解約）手続等】

①　換金の受付

＜第１計算期間および第２計算期間中における換金＞

・　原則として、解約実行日（第２計算期末までの各計算期末（平成19年11月30日および平成20年5月

30日））に限り、一部解約実行の請求を受け付けます。

・　ただし、平成18年12月15日から平成20年5月20日までの期間においては、次のような特別の事由の

場合には一部解約（以下「特別解約」といいます。）実行の請求を行うことができます。

1.受益者が死亡したとき

2.受益者が天災地変その他不可抗力により財産の大部分を滅失したとき

3.受益者が破産手続開始の決定を受けたとき

4.受益者が疾病により生計の維持ができなくなったとき

5.委託者が上記事由に準ずると認めるとき

受益者（受益者死亡の場合には、その相続人）は自己の有する受益権につき、上記の特別の事由に

より、委託者に、その請求日の翌営業日を約定日として、特別解約実行の請求を行うことができま

す。特別解約の実行請求を行う場合には、販売会社は当該事由を証する所定の書類その他必要と認

める書類の提示を求めることができるものとします。

・　委託者は、金融商品取引所等における取引の停止、その他やむを得ない事情があるときは受益者の

一部解約実行の請求の受付を中止すること、および既に受け付けた一部解約実行の請求を取消す

場合があります。

・　ただし、第１計算期間および第２計算期間中において、ロンドン証券取引所の休業日またはロンド

ンの銀行の休業日と同日の場合には、一部解約実行の請求を受け付けません。

＜第３計算期間以降における換金＞

・　原則として、毎営業日に一部解約実行の請求を受け付けます。

・　委託者は、金融商品取引所等における取引の停止、その他やむを得ない事情があるときは受益者の

一部解約実行の請求の受付を中止すること、および既に受け付けた一部解約実行の請求を取消す
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場合があります。

②　換金単位

・　最低単位を1口単位として、販売会社が定める単位とします。

　 ※詳しくは販売会社にお問い合わせください。

③　解約の価額

＜第１計算期間および第２計算期間中におけるご換金の場合＞

・  解約請求受付日の翌営業日の基準価額から信託財産留保額（1万口当たり50円）が差し引かれた

価額とします。ただし、平成20年5月30日に解約する場合の解約価額は、解約請求受付日の基準価

額とします。

＜第３計算期間以降におけるご換金の場合＞

・　解約請求受付日の基準価額とします。

④　支払開始日

＜第１計算期間および第２計算期間中におけるご換金の場合＞

・　原則として、解約請求受付日から起算して7営業日目からお支払いいたします。ただし、平成20年5

月30日に解約する場合は、原則として解約請求受付日から起算して4営業日目からお支払いいた

します。

＜第３計算期間以降におけるご換金の場合＞

・　原則として、解約請求受付日から起算して4営業日目からお支払いいたします。

⑤　課税について

原則として個人の受益者については20％（所得税15％、地方税5％）の税率となりますが、条件に

よっては平成22年12月31日までは特例措置として、10％（所得税7％、地方税3％）の税率が適用

されます。

 

[詳しくは前記「第一部　ファンド情報　第１　ファンドの状況　４　手数料等及び税金　（5）課税

上の取扱い」の各項目をご参照ください。]

 

※解約の請求を行う受益者は、その口座が開設されている振替機関等に対して当該受益者の請求に係る信託契

約の一部解約を委託者が行うのと引き換えに、当該一部解約に係る受益権の口数と同口数の抹消の申請を行

うものとし、社振法の規定にしたがい当該振替機関等の口座において当該口数の減少の記載または記録が行

われます。

換金に係る一部解約の請求を受益者がするときは、振替受益権をもって行うものとします。

 

第３【管理及び運営】

 

１【資産管理等の概要】

 

（1）【資産の評価】

（基準価額の算定）

基準価額とは、信託財産に属する資産（受入担保金代用有価証券を除きます。）を法令および社団法人

投資信託協会規則に従って時価または一部償却原価法により評価して得た信託財産の資産総額から負

債総額を控除した金額（以下「純資産総額」といいます。）を、計算日における受益権総口数で除した

1口当たりの金額をいいます。ただし、便宜上1万口当たりで表示されることがあります。

 

（有価証券の時価評価基準）

信託財産に属する資産は、法令および社団法人投資信託協会規則に従って時価または一部償却原価法

により評価します。

 

（基準価額の算出頻度と公表）
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基準価額は、委託会社において毎営業日算出され、販売会社または委託会社にお問合せいただくことに

より知ることができます。

委託会社のホームページ　http://www.ubs.com/japanfunds/

委託会社の電話番号　　　03-5293-3700　（営業日の9：00～17：00）

 

（2）【保管】

ファンドの受益権の帰属は、振替機関等の振替口座簿に記載または記録されることにより定まり、受

益証券を発行しませんので、受益証券の保管に関する該当事項はありません。

 

（3）【信託期間】

平成18年12月1日から平成23年11月30日まで。

ただし、後記「（5）　その他［信託の終了］」に該当する場合は、この限りではありません。

 

（4）【計算期間】

原則として毎年5月31日から11月30日まで、12月1日から翌年5月30日まで。なお、計算期間終了日に該

当する日（以下「該当日」といいます。）が休業日のとき、計算期間終了日は、該当日の翌営業日と

し、その翌日より次の計算期間が始まるものとします。ただし、第1期の計算期間は平成18年12月1日

から平成19年11月30日までとし、最終計算期間の終了日はファンドの信託終了の日とします。

 

（5）【その他】

[信託の終了]

（信託契約の解約）

ａ．　委託者は、信託契約を解約することが受益者のため有利であると認めるとき、対象インデックス

の改廃等その連続性が保てなくなったとき、またはやむを得ない事情が発生したときは、受託

者と合意のうえ、信託契約を解約し、信託を終了させることができます。この場合において、委

託者は、あらかじめ、解約しようとする旨を監督官庁に届け出ます。

ｂ．　委託者は、信託契約の一部を解約することにより受益権の口数が30億口を下回ることとなった

場合には、受託者と合意のうえ、信託契約を解約し信託を終了させることができます。この場合

において、委託者は、あらかじめ、解約しようとする旨を監督官庁に届け出ます。

ｃ．　委託者は、信託期間中において、主要投資対象であるユーロ円債の発行体の信用状況の著しい悪

化もしくは債務不履行等があり、当該債券をすべて売却した場合は、受託者と合意のうえ、信託

契約を解約し、信託を終了させるものとし、あらかじめ、解約しようとする旨を監督官庁に届け

出ます。

ｄ．　委託者は、信託契約締結日から第２計算期間終了日までの期間において、株価判定日（平成19年

11月20日または平成20年5月20日をいいます。以下同じ。）における日経平均株価（日経２２

５）の終値が、スタート株価（信託契約締結日から平成18年12月7日までの日経平均株価（日

経２２５）の終値の平均値をいいます。以下同じ。）以上となった場合には、当該ユーロ円債は

元本を確保して償還されるため、受託者と合意のうえ、当該株価判定日から最も近い計算期間

終了日に信託契約を解約し、信託を終了させるものとし、あらかじめ、解約しようとする旨を監

督官庁に届け出ます。

ｅ．　委託者は、信託契約締結日から第２計算期間終了日までの期間において、株価判定期間中（平成

18年12月14日から平成20年5月20日まで。以下同じ。）における日経平均株価（日経２２５）の

終値が、スタート株価より一度も20％以上下落することがなかった場合には、当該ユーロ円債

は元本を確保して償還されるため、受託者と合意のうえ、第２計算期間終了日に信託契約を解

約し、信託を終了させるものとし、あらかじめ、解約しようとする旨を監督官庁に届け出ます。

なお、スタート株価の決定期間、株価判定日または株価判定期間中に、何らかの事情により日経

平均株価（日経２２５）の算出・発表が停止となった場合等には、組み入れたユーロ円債の発

行条件に即して、スタート株価の決定期間、株価判定日、または株価判定期間を変更すること
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や、組み入れたユーロ円債の計算代理人（引受金融商品取引業者等）が適切と判断する値であ

り、かつ、委託者が適切と判断する値を用いて計算することがあります。

ｆ．　委託者は、第３計算期間以降において、基準価額（1万口当たり）が11,000円以上となった場合

は、可能な限り速やかに組入有価証券を売却し、受託者と合意のうえ、信託契約を解約し、信託

を終了させるものとし、あらかじめ、解約しようとする旨を監督官庁に届け出ます。

ｇ．　委託者は、前記ａ.からｆ.の事項について、あらかじめ、解約しようとする旨を公告し、かつ、そ

の旨を記載した書面を信託契約に係る知られたる受益者に対して交付します。ただし、信託契

約に係るすべての受益者に対して書面を交付したときは、原則として、公告を行いません。

ｈ．　前記ｇ.の公告および書面には、受益者で異議のある者は一定の期間内に委託者に対して異議を

述べるべき旨を付記します。なお、一定の期間は一カ月を下らないものとします。

ｉ．　前記ｈ.の一定の期間内に異議を述べた受益者の受益権の口数が受益権の総口数の二分の一を

超えるときは、前記ａ.からｂ.の信託契約の解約をしません。

ｊ．　委託者は、信託契約の解約をしないこととしたときは、解約しない旨およびその理由を公告し、

かつ、これらの事項を記載した書面を知られたる受益者に対して交付します。ただし、全ての受

益者に対して書面を交付したときは、原則として、公告を行いません。

ｋ．　前記ｈ．からｊ．までの規定は、前記ｃ.からｆ.の規定に基づいて信託契約を解約する場合に

は適用しません。また、信託財産の状態に照らし、真にやむを得ない事情が生じている場合で

あって、前記ｈ.の一定の期間が一カ月を下らずにその公告および書面の交付を行うことが困

難な場合には適用しません。

（信託契約に関する監督官庁の命令）

委託者は、監督官庁より信託契約の解約の命令を受けたときは、その命令にしたがい、信託契約を

解約し信託を終了させます。

（委託者の登録取消等に伴う取扱い）

・ 委託者が監督官庁より登録の取消を受けたとき、解散したときまたは業務を廃止したときは、委

託者は、信託契約を解約し、信託を終了させます。

・ 前記の規定にかかわらず、監督官庁が信託契約に関する委託者の業務を他の投資信託委託会社に

引き継ぐことを命じたときは、この信託は、後記[信託約款の変更]に該当する場合を除き、当該投

資信託委託会社と受託者との間において存続します。

（受託者の辞任および解任に伴う取扱い）

・ 受託者は、委託者の承諾を受けてその任務を辞任することができます。受託者がその任務に背い

た場合、その他重要な事由が生じたときは、委託者または受益者は、裁判所に受託者の解任を請求

することができます。受託者が辞任した場合、または裁判所が受託者を解任した場合、委託者は、

後記[信託約款の変更]の規定にしたがい、新受託者を選任します。

・ 委託者が新受託者を選任できないときは、委託者は信託契約を解約し、信託を終了させます。

 

[運用報告書の作成]

委託会社は、毎計算期間の末日および償還時に期中の運用経過、組入有価証券の内容および有価証

券の売買状況などを記載した運用報告書を作成し、販売会社を通じて知られたる受益者に対して交

付します。

 

[信託約款の変更]

ａ．　委託者は、受益者の利益のため必要と認めるとき、またはやむを得ない事情が発生したときは、

受託者と合意のうえ、信託約款を変更することができるものとし、あらかじめ、変更しようとす

る旨およびその内容を監督官庁に届け出ます。

ｂ．　委託者は、前記ａ．の変更事項のうち、その内容が重大なものについて、あらかじめ、変更しよう

とする旨およびその内容を公告し、かつ、これらの事項を記載した書面を信託約款に係る知ら

れたる受益者に対して交付します。ただし、信託約款に係るすべての受益者に対して書面を交

付した時は、原則として公告を行いません。
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ｃ．　前記 ｂ．の公告および書面には、受益者で異議のある者は一定の期間内に委託者に対して異議

を述べることができます。なお、一定の期間は一カ月を下らないものとします。

ｄ．　前記ｃ．の一定の期間内に異議を述べた受益者の受益権の口数が受益権の総口数の二分の一を

超えるときは、前記ａ．の信託約款の変更をしません。

ｅ．　委託者は、当該信託約款の変更をしないこととしたときは、変更しない旨およびその理由を公告

し、かつ、これらの事項を記載した書面を知られたる受益者に対して交付します。ただし、全て

の受益者に対して書面を交付したときは、原則として、公告を行いません。

 

２【受益者の権利等】

受益者の有する主な権利は次の通りです。

（1）収益分配金受領権

受益者は、収益分配金を、帰属する受益権の口数に応じて受領する権利を有します。

ただし、受益者が収益分配金について下記の支払開始日から5年間その支払いを請求しないときは、そ

の権利を失い受託会社より交付を受けた金銭は委託会社に帰属します。

収益分配金の支払開始日は、毎計算期間終了日後一ヵ月以内の委託会社の指定する日（原則として決

算日から起算して5営業日まで）とします。

（注）分配金は、決算日において振替期間等の振替口座簿に記載または記録されている受益者（当該

収益分配金にかかる決算日以前において一部解約が行われた受益権にかかる受益者を除きます。）に

お支払いします。

 

（2）償還金受領権

受益者は、信託終了による償還金を、帰属する受益権の口数に応じて受領する権利を有します。

ただし、受益者が償還金について下記の支払開始日から10年間その支払いを請求しないときは、その権

利を失い委託会社が受託会社より交付を受けた金銭は委託会社に帰属します。

償還金の支払開始日は、信託終了日後一カ月以内の委託会社の指定する日（原則として信託終了日か

ら起算して5営業日目）とします。

（注）償還金は、償還日において振替機関等の振替口座簿に記載または記録されている受益者（償還

日以前において一部解約が行われた受益権にかかる受益者を除きます。）にお支払いします。

 

（3）一部解約の実行請求権

受益者は、保有する受益権について、販売会社を通じて、委託会社に対して一部解約の実行を請求する

権利を有します。（詳しくは、前記の「第２　手続き等　２　換金（解約）手続等」をご参照ください。）

受取代金は、販売会社の本・支店・営業所等において、お支払いします。

＜第１計算期間および第２計算期間中におけるご換金の場合＞

・　原則として、解約請求受付日から起算して7営業日目からお支払いいたします。ただし、平成20年5月

30日に解約する場合は、原則として解約請求受付日から起算して4営業日目からお支払いいたしま

す。

＜第３計算期間以降におけるご換金の場合＞

・　原則として、解約請求受付日から起算して4営業日目からお支払いいたします。

 

（4）帳簿閲覧権

受益者は委託会社に対して、その営業時間内に当ファンドの信託財産に関する帳簿書類の閲覧を請求

する権利を有します。

 

（5）信託約款の解約または重要な約款変更に異議を述べ受益権の買取りを請求する権利（反対者の買取請求

権）

信託約款の解約または信託約款の重要な変更に係る公告及び書面には、受益者で異議のある者は一定

の期間内に委託会社に対して異議を述べることができます。なお、一定の期間内とは一カ月を下らない
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ものとします。委託会社に対して異議を述べた受益者は、受託会社に対し、自己の有する受益権を、信託

財産を持って買取るべき旨を請求することができます。

前記の一定の期間内に異議を述べた受益者の受益権の口数が受益権の総口数の二分の一を超えるとき

は、信託約款の変更または解約をしません。その場合、委託会社は、変更しない旨およびその理由を公告

し、かつ、これらの事項を記載した書面を知られたる受益者に対して交付します。ただし、全ての受益者

に対して書面を交付したときは、原則として、公告を行いません。
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第４【ファンドの経理状況】

 

 

(1)  当ファンドの財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第

59号）並びに同規則第2条の2の規定により、「投資信託財産の計算に関する規則」（平成12年総理府令

第133号）に基づき作成しております。

なお、財務諸表に記載している金額は、円単位で表示しております。

 

 

(2)  当ファンドの計算期間は６ヶ月であるため、財務諸表は６ヶ月毎に作成しております。

 

 

(3)  当ファンドは、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、第2期計算期間（平成19年12月1日から

平成20年5月30日まで）及び第3期計算期間（平成20年5月31日から平成20年12月1日まで）の財務諸表に

ついて、あらた監査法人による監査を受けております。
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１【財務諸表】
ＵＢＳ償還条件付利回り積極追求型ファンド／デュアルバリア０６―１２　１年半判定
（1）【貸借対照表】

（単位：円）

第2期
（平成20年5月30日現在）

第3期
（平成20年12月1日現在）

資産の部

流動資産

預金 632 5,704

コール・ローン 9,131,452,018 2,252,595,389

国債証券 － 2,699,213,400

未収利息 105,331 12,288

その他未収収益 4,510,930 －

差入委託証拠金 － 2,223,360,000

流動資産合計 9,136,068,911 7,175,186,781

資産合計 9,136,068,911 7,175,186,781

負債の部

流動負債

派生商品評価勘定 － 2,206,597,950

前受金 － 86,850,000

未払収益分配金 26,173,145 －

未払解約金 － 509,352

未払受託者報酬 2,733,315 2,511,320

未払委託者報酬 30,066,848 19,731,529

その他未払費用 525,000 525,000

流動負債合計 59,498,308 2,316,725,151

負債合計 59,498,308 2,316,725,151

純資産の部

元本等

元本 10,469,258,313 9,574,063,067

剰余金

期末剰余金又は期末欠損金（△） △1,392,687,710 △4,715,601,437

元本等合計 9,076,570,603 4,858,461,630

純資産合計 9,076,570,603 4,858,461,630

負債純資産合計 9,136,068,911 7,175,186,781
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（2）【損益及び剰余金計算書】
（単位：円）

第2期
自　平成19年12月 1日
至　平成20年 5月30日

第3期
自　平成20年 5月31日
至　平成20年12月 1日

営業収益

受取利息 60,210,647 4,985,644

有価証券売買等損益 △651,701,141 12,300,200

派生商品取引等損益 － △3,503,444,550

その他収益 4,510,930 －

営業収益合計 △586,979,564 △3,486,158,706

営業費用

受託者報酬 2,734,195 2,578,578

委託者報酬 30,076,541 20,260,222

その他費用 1,029,295 694,501

営業費用合計 33,840,031 23,533,301

営業利益又は営業損失（△） △620,819,595 △3,509,692,007

経常利益又は経常損失（△） △620,819,595 △3,509,692,007

当期純利益又は当期純損失（△） △620,819,595 △3,509,692,007

期首剰余金又は期首欠損金（△） △756,237,759 △1,392,687,710

剰余金増加額又は欠損金減少額 10,542,789 186,778,280

当期一部解約に伴う剰余金増加額又は欠損金減
少額

10,542,789 186,778,280

分配金 26,173,145 －

期末剰余金又は期末欠損金（△） △1,392,687,710 △4,715,601,437
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(3)【注記表】

 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

 
項　目

第 2 期
自　平成19年12月 1日
至　平成20年 5月30日

第 3 期
自　平成20年 5月31日
至　平成20年12月 1日

1. 有価証券の評価
基準及び評価方
法

 
 

社債券
個別法に基づき、原則として時価で評
価しております。時価評価にあたって
は、金融商品取引業者、銀行等の提示す
る価額（但し、売気配相場は使用しな
い）、価額情報会社の提供する価額に
基づいて評価しております。
 

国債証券
　同左
 
 
 

2. デリバティブ等
の評価基準およ
び評価方法

－ 株価指数先物取引

個別法に基づき、原則として時価で
評価しております。時価評価にあ
たっては、原則として、計算期間末日
に知りうる直近の日の主たる取引所
の発表する清算値段又は最終相場に
よっております。
 

3. その他財務諸表
作成のための基
本となる重要な
事項

－ 計算期間末日の取扱い
平成20年11月30日が休日のため、当
計算期間末日を平成20年12月1日と
しております。このため当計算期間
は185日となっております。

 

 

 (貸借対照表に関する注記)

区分
第 2 期

（平成20年5月30日現在）

第 3 期

（平成20年12月1日現在）

1.  設定年月日

設定元本額

期首元本額

元本残存率

平成18年12月1日

10,621,241,254円

10,601,449,070円

98.5%

平成18年12月1日

10,621,241,254円

10,469,258,313円

90.1%

2.  差入委託証拠金代

用有価証券

－ 先物取引に係る差入委託証拠金代

用有価証券として以下のとおり差

入を行っております。

国債証券　　999,452,000円　

3.  計算期間末日にお

ける受益権の総数

10,469,258,313口 9,574,063,067口

4.  元本の欠損 貸借対照表上の純資産額が元本総
額を下回っており、その差額は
1,392,687,710円です。

貸借対照表上の純資産額が元本総
額を下回っており、その差額は
4,715,601,437円です。

 

 

(損益及び剰余金計算書に関する注記)

第 2 期
自　平成19年12月 1日
至　平成20年 5月30日
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分配金の計算過程
 
計算期間末における費用等控除後の配当等収益が30,881,546円であり、純資産額の元本超過額が
ないため、費用等控除後の配当等収益30,881,546円を分配対象収益として、うち26,173,145円を
分配金額としております。
 

区　　　分 金額（円）
当ファンドの配当等収益 Ａ 64,721,577
経　　　　費 Ｂ 33,840,031
差引配当等収益額 Ｃ（Ａ－Ｂ） 30,881,546
当ファンドの当期末残存受益権口数 Ｄ 10,469,258,313
当ファンドの期中平均残存受益権口数 Ｅ 10,492,114,780
分配可能額 Ｆ（Ｃ×Ｄ／Ｅ） 30,814,272
１万口当たり分配可能額 Ｇ（Ｆ／Ｄ）×10,000 29.43
分配額 Ｈ 26,173,145
１万口当たり分配額 Ｉ（Ｈ／Ｄ）×10,000 25

 

 

第 3 期
自　平成20年 5月31日
至　平成20年12月 1日

分配金の計算過程
 
計算期間末における費用等控除後の配当等収益が△18,547,657円であり、純資産額の元本超過額
がないため、分配はなしとしております。
 

区　　　分 金額（円）
当ファンドの配当等収益 Ａ 4,985,644
経　　　　費 Ｂ 23,533,301
差引配当等収益額 Ｃ（Ａ－Ｂ） △18,547,657
当ファンドの当期末残存受益権口数 Ｄ 9,574,063,067
当ファンドの期中平均残存受益権口数 Ｅ 9,854,752,398
分配可能額 Ｆ（Ｃ×Ｄ／Ｅ） －
１万口当たり分配可能額 Ｇ（Ｆ／Ｄ）×10,000 －
分配額 Ｈ －
１万口当たり分配額 Ｉ（Ｈ／Ｄ）×10,000 －

 

 

(有価証券に関する注記)

第２期（平成20年5月30日現在）

売買目的有価証券

該当事項はありません。

 

第３期（平成20年12月1日現在）

売買目的有価証券 （単位：円）

種類 貸借対照表計上額
当計算期間の損益に
含まれた評価差額

国債証券 2,699,213,400 1,365,600

合計 2,699,213,400 1,365,600

 

 

（デリバティブ取引等に関する注記）
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Ⅰ　取引の状況に関する事項

 
 

第 2 期
自 平成19年12月 1日
至 平成20年 5月30日

第 3 期
自 平成20年 5月31日
至 平成20年12月 1日

１．取引の内容 － 当投資信託の利用しているデリバティ
ブ取引は、株式関連では株価指数先物
取引であります。
 

２．取引に対する
取組方針及び
利用目的

－ デリバティブ取引は投機的な取引は行
なわない方針であります。

３．取引に係るリ
スクの内容

－ 株価指数先物取引の主要なリスクは、
株式価格の変動によるリスクでありま
す。
 

４．取引に係るリ
スクの管理体
制

－ デリバティブ取引の執行・管理につい
ては、取引権限および取引限度額等を
定めた社内ルールに従い、執行してお
ります。
 

５．取引の時価等
に関する事項
についての補
足説明

－ 取引の時価等に関する事項についての
契約額等は、あくまでもデリバティブ
取引における名目的な契約額であり、
当該金額自体がデリバティブ取引のリ
スクの大きさを示すものではありませ
ん。
 

 

 

Ⅱ　取引の時価等に関する事項

 

株式関連

 

第２期（自平成19年12月1日　至平成20年5月30日）

該当事項はありません。

 

第３期（自平成20年5月31日　至平成20年12月1日）

(単位：円)

  平成20年12月1日現在

 

区分

 

種　　　　　類
契　約　額  等   

時　　　価

 

評価損益

   うち1年超

 

 

市

場

取

引

株価指数先物取引

買　建

 

大証日経平均株価指数先物

 

 

 

 

7,069,590,000

 

 

 

 

 

-

 

 

 

 

 

 

 

4,863,600,000

 

 

 

 

△2,205,990,000

 

 

 合　　計 7,069,590,000- 4,863,600,000△2,205,990,000
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（注）

1.   時価の算定方法

株価指数先物取引の時価については、以下のように評価しております。

原則として計算期間末日に知りうる直近の日の主たる取引所の発表する清算値段又は最終相

場で評価しております。このような時価が発表されていない場合には、計算期間末日に最も近

い最終相場や気配値等、原則に準ずる方法で評価しております。

2.   株価指数先物取引の残高は、契約額ベ－スで表示しております。

3.   契約額等には手数料相当額を含んでおります。

 

 

（関連当事者との取引に関する注記）

第２期（自平成19年12月1日　至平成20年5月30日）

関連当事者の

名称

当ファンドと

当該関連当事

者との関係

取引の内容 取引金額 科目 当計算期間末

残高

UBS AG London

Branch

当ファンドの

運用の指図を

行う投資信託

委託会社の親

会社

発行社債の売却

にかかる受渡代

金

売却した社債か

ら生じる受取利

息

122,252,872円

 

 

40,845円

社債券

 

 

未収利息

-円

 

 

-円

 

（注）

1．取引条件及び取引条件の決定方針

当該債券への投資は、目論見書記載の投資方針の通り、株式指数予想変動率や市場金利の条件等に鑑み、選定

した発行体UBS AGが発行する、あらかじめ発行条件の定められているユーロ円債に対して行なっており、可

能な限り高位に組入れております。なおUBS AGは、信用力や同種債券の発行実績等の条件を総合的に勘案し

て選定した発行体であります。

2．取引条件の変更及び当該変更が財務諸表に与えている影響

該当事項はありません。

 

第３期（自平成20年5月31日　至平成20年12月1日）

該当事項はありません。

 

 

(１口当たり情報に関する注記)

第２期
平成20年5月30日現在

第３期
平成20年12月1日現在

１口当たり純資産額 0.8670円
（1万口当たり純資産額　8,670円）

１口当たり純資産額 0.5075円
（1万口当たり純資産額　5,075円）

 

 

(4)【附属明細表】

 

第1 有価証券明細表

（1）株式

該当事項はありません。
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（2）株式以外の有価証券 （単位：円）

種類 銘柄 券面総額 評価額 備考

国債証券第５３８回政府短期証券1,500,000,0001,499,871,000  

国債証券第５４３回政府短期証券1,200,000,0001,199,342,400
代 用 有 価 証 券 で 額 面
1,000,000,000円 担保差入

合計  2,700,000,0002,699,213,400　

 

第2 信用取引契約残高明細表

該当事項はありません。

 

 

第3  デリバティブ取引及び為替予約取引の契約額等及び時価の状況表

「注記表（デリバティブ取引等に関する注記）」に記載しております。
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２【ファンドの現況】

【純資産額計算書】

（2009年1月30日現在）

Ⅰ　資産総額 4,794,701,043円

Ⅱ　負債総額 256,474,758円

Ⅲ　純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 4,538,226,285円

Ⅳ　発行済口数 9,478,521,488口

Ⅴ　1口当たり純資産額（Ⅲ／Ⅳ） 0.4788円

 

 

第５【設定及び解約の実績】

計算期間 設定口数 解約口数

第1計算期間
(2006年12月1日～
2007年11月30日)

10,621,241,254
 

19,792,184
 

第2計算期間
（2007年12月1日～
2008年5月30日）

－
 

132,190,757
 

第3計算期間
（2008年5月31日～
2009年12月1日）

－
 

895,195,246
 

(注)　本邦外における設定及び解約の実績はありません。
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第三部【特別情報】

第１【委託会社等の概況】

１【委託会社等の概況】（平成21年2月27日現在）

ａ 資本金の額　　　　　　　　　　　　22億円

ｂ 会社が発行する株式総数　　　　　86,400株

ｃ 発行済株式総数　　　　　　　　　21,600株

ｄ 資本金の額の増減（最近5年間） 　該当事項はありません。

 

ｅ 会社の機構

① 経営体制

  （取締役会）

当会社の業務執行上重要な事項は、取締役会の決議によってこれを決定します。

取締役会は、法令に別段の定めがある場合を除き、社長がこれを招集し、その通知は会日の少なくとも

３日前に各取締役および各監査役に対して発します。ただし、緊急の必要があるときは、取締役および

監査役全員の同意を得て、招集の手続を省略することができます。

取締役会の決議は、法令に別段の定めがある場合を除き、取締役の過半数が出席し、その出席取締役の

過半数をもってこれを行います。

取締役会の議長には、社長が当たります。社長がその職務にあたれない場合は、他の取締役で、取締役

の順序において上位にある者がその任に当たります。

（代表取締役および役付取締役）

代表取締役は、取締役会の決議によって選定します。

代表取締役は、各自会社を代表し取締役会の決議に従い業務を執行します。

取締役会の決議をもって取締役の中から会長、社長、副社長、およびその他役付取締役若干名を定める

ことができます。
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② 投資運用の意思決定機構

 

（平成21年1月末日現在）

※上記の体制は今後変更される場合があります。

 

EDINET提出書類

ユービーエス・グローバル・アセット・マネジメント株式会社(E12473)

有価証券報告書（内国投資信託受益証券）

42/73



 

２【事業の内容及び営業の概況】

「投資信託及び投資法人に関する法律」に定める投資信託委託会社である委託者は、証券投資信託の設定

を行うとともに「金融商品取引法」に定める金融商品取引業者としてその運用および投資一任契約に基

づき委任された資産の運用（投資運用業）を行っています。また「金融商品取引法」に定める第一種・第

二種金融商品取引業に係る業務の一部および投資助言業務を行っています。

委託会社の運用する証券投資信託（公募）は平成21年1月30日現在、以下のとおりです。

 （平成21年1月30日現在）

   
ファンド本数
(本)

純資産総額
（百万円）

投資信託総合計   30 500,118

 株式投資信託  30 500,118

  単位型 6 31,342

  追加型 24 468,776

 公社債投資信託  0 0

  単位型 0 0

  追加型 0 0
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３【委託会社等の経理状況】

 

1.　財務諸表の作成方法について

当社の前事業年度（平成18年4月1日から平成19年3月31日まで）の財務諸表は、改正前の「財務諸表等の

用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号、以下「財務諸表等規則」という。）並び

に同規則第2条の規定に基づき、改正前の「投資信託及び投資法人に関する法律施行規則」（平成12年11月

17日総理府令第129号）により作成しております。

また、当事業年度（平成19年4月1日から平成20年3月31日まで）の財務諸表は、改正後の財務諸表等規則並

びに同規則第2条の規定に基づき、「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平成19年8月6日内閣府令第52

号）に基づいて作成しております。

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令

第38号、以下「中間財務諸表等規則」という。）並びに同規則第38条及び第57条の規定に基づき「金融商品

取引業等に関する内閣府令」（平成19年8月6日内閣府令第52号）により作成しております。

また中間財務諸表の記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

 

2.　監査証明について

当社は、「証券取引法」第193条の2の規定に基づき、前事業年度（平成18年4月1日から平成19年3月31日ま

で）及び「金融商品取引法」第193条の2第1項の規定に基づき、当事業年度（平成19年4月1日から平成20年3

月31日まで）の財務諸表について、新日本監査法人により監査を受けております。

当社は、「金融商品取引法」第193条の2第1項の規定に基づき、第14期中間会計期間（平成20年4月1日から

平成20年9月30日まで）の中間財務諸表について、新日本有限責任監査法人により中間監査を受けておりま

す。

なお、新日本有限責任監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成20年7月1日をもって新日本監査法人

から名称変更しております。

 

3.　当社の財務諸表に掲載される科目その他の事項の金額は、従来、期末会計期間においては千円単位、中間

会計期間においては百万円単位で記載しておりましたが、第14期中間会計期間より千円単位に統一して記載

することに変更いたしました。
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1. 財 務 諸 表

(1)【貸借対照表】
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(2)【損益計算書】
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(3)【株主資本等変動計算書】
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重要な会計方針

 

期　別
 
科　目

前事業年度
自　平成18年4月 1日
至　平成19年3月31日

当事業年度
自　平成19年4月 1日
至　平成20年3月31日

1 引当金の計上基準
 

(1) 退職給付会計
退職給付費用は従業員の退職給付

に備えるため、当期末における退職給
付債務及び年金資産の見込み額に基
づき、必要額を計上しております。ま
た過去勤務債務及び数理計算上の差
異の費用収益処理方法は以下のとお
りであります。過去勤務債務は、発生
年度に全額費用処理しております。数
理計算上の差異は、発生年度に全額損
益処理しております。

(1) 退職給付会計
同左
 

 (2) 退職給与引当金
退職給与に備えるため、退職給与規

程に従い算出される、当会計年度末に
おいて発生していると認められる退
職給与の見込額に基づき必要額を計
上しております。
このうち、役員分は81,074千円であり
ます。

(2) 退職給与引当金
退職給与に備えるため、退職給与規

程に従い算出される、当会計年度末に
おいて発生していると認められる退職
給与の見込額に基づき必要額を計上し
ております。
このうち、役員分は63,661千円であり
ます。

2 その他財務諸表作成のため
の基本となる重要な事項

消費税等の処理方法
消費税及び地方消費税の会計処理
は、税抜方式によっております。

消費税等の処理方法
同左
 

 

会計方針の変更

 

前事業年度
自　平成18年4月 1日
至　平成19年3月31日

当事業年度
自　平成19年4月 1日
至　平成20年3月31日

当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に
関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年12
月9日　企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資
産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業
会計基準委員会　平成17年12月9日　企業会計基準適用
指針第8号）を適用しております。
従来の「資本の部」の合計に相当する金額は、
5,834,498千円であります。
なお、財務諸表規則の改正により、当事業年度におけ
る貸借対照表の純資産の部については、改正後の財務
諸表規則により作成しております。

―

 

表示方法の変更

 

前事業年度
自　平成18年4月 1日
至　平成19年3月31日

当事業年度
自　平成19年4月 1日
至　平成20年3月31日

未払消費税等は総資産額の1/100を超えたため、区分
掲記することとしました。なお、前期は流動資産の未払
金に68百万円含まれています。

―

 

注　記　事　項

（貸借対照表関係）

 

前事業年度
（　平成19年3月31日　）

当事業年度
（　平成20年3月31日　）
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*1　関係会社に係る注記 
各科目に含まれる関係会社に対する資産及び負債

の内容は、次の通りであります。
預金                       1,206,340千円
未収入金                      19,169千円
未収投資顧問料                71,552千円
その他未収収益               138,691千円
未払費用                      44,969千円

*1　関係会社に係る注記 
各科目に含まれる関係会社に対する資産及び負債

の内容は、次の通りであります。
預金                       1,219,379千円
未収投資顧問料                89,017千円
その他未収収益               109,409千円
未払金                           375千円
未払費用                      64,682千円
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（損益計算書関係）

 

前事業年度
自　平成18年4月 1日
至　平成19年3月31日

当事業年度
自　平成19年4月 1日
至　平成20年3月31日

*1  関係会社に係る注記
各科目に含まれている関係会社に対する取引額は

次の通りであります。
投資顧問料           258,486千円
その他営業収益       293,567千円
事務委託費           177,423千円
給料・手当           135,072千円
営業雑経費　その他　　34,905千円

*1  関係会社に係る注記
各科目に含まれている関係会社に対する取引額は
次の通りであります。

投資顧問料           337,134千円
その他営業収益       364,806千円
事務委託費           183,048千円
給料・手当           260,206千円
営業雑経費　その他　　42,470千円

 

（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成18年4月1日　　至　平成19年3月31日）

1.　発行済株式に関する事項

 

2.　配当に関する事項

（1）配当金支払額

 

（2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

 

当事業年度（自　平成19年4月1日　　至　平成20年3月31日）

1.  発行済株式に関する事項

 

2.  配当に関する事項

（1）配当金支払額

 

（2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

 

（デリバティブ取引関係）
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前事業年度
自　平成18年4月 1日
至　平成19年3月31日

当事業年度
自　平成19年4月 1日
至　平成20年3月31日

該当事項はありません。 同左
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（退職給付関係）

 

前事業年度
自　平成18年4月 1日
至　平成19年3月31日

当事業年度
自　平成19年4月 1日
至　平成20年3月31日

1．採用している制度の概要
当社は確定給付型の制度として、適格退職年金制度

及び退職一時金制度を設けております。当社の適格退
職年金契約は当社と同一の親会社を持つ会社（3社）
との共同結合契約であり年金資産の計算は退職給付
債務の比率によっております。

1．採用している制度の概要
同左

2．退職給付債務に関する事項(平成19年3月31日現在)
 
  (1) 退職給付債務                   426,760千円
  (2) 年金資産                       516,869千円
  (3) 前払年金費用                    90,109千円

2．退職給付債務に関する事項(平成20年3月31日現在)
 
  (1) 退職給付債務                   498,383千円
  (2) 年金資産                       435,730千円
  (3) 退職給付引当金                  62,653千円

3．退職給付費用に関する事項(自平成18年4月1日 至平
成19年3月31日)

 
  (1) 勤務費用                        87,532千円
  (2) 利息費用                         5,891千円
  (3) 期待運用収益                   △2,817千円
  (4) 数理計算上の差異の費用処理額    13,972千円
  退職給付費用                       104,577千円

3．退職給付費用に関する事項(自平成19年4月1日 至平
成20年3月31日)

 
  (1) 勤務費用                        90,765千円
  (2) 利息費用                         6,401千円
  (3) 期待運用収益                   △2,997千円
  (4) 数理計算上の差異の費用処理額   107,538千円
退職給付費用                      201,707千円

  (5) その他                          31,208千円
合計                           232,915千円

 
(注) 上記(5) その他は、臨時に支払った割増退職金で
あります。

4．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項
  (1) 割引率                               1.5％
  (2) 期待運用収益率                      0.58％
  (3) 退職給付見込額の期間配分方法　支給倍率基準
  (4) 過去勤務債務の処理年数　　　発生時一括処理
  (5) 数理計算上の差異の処理年数　発生時一括処理

4．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項
  (1) 割引率                               1.5％
  (2) 期待運用収益率                      0.58％
  (3) 退職給付見込額の期間配分方法　支給倍率基準
  (4) 過去勤務債務の処理年数　　　発生時一括処理
  (5) 数理計算上の差異の処理年数　発生時一括処理
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（税効果会計関係）

 

前事業年度
（　平成19年3月31日　）

当事業年度
（　平成20年3月31日　）

1．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別
の内訳

（単位：千円）

繰延税金資産  

　未払費用 25,300

　未払事業所税 1,950

　減価償却超過額 30,390

　退職給与引当金 501,270

　未払事業税 89,830

　株式報酬費用 22,370

　その他 2,360

繰延税金資産小計 673,470

　評価性引当額 －

繰延税金資産合計 673,470

繰延税金負債  

　前払年金費用 △36,470

繰延税金資産の純額 637,000

1．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳
 

（単位：千円）

繰延税金資産  

　未払費用 30,880

　未払事業所税 2,070

　減価償却超過額 7,940

　退職給与引当金 386,690

　未払事業税 116,950

　株式報酬費用 72,570

　退職給付引当金 25,370

　その他 2,030

　評価性引当額 －

繰延税金資産合計 644,500

2．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との間の差異の原因となった主要な項目別内訳

（単位：％）
法定実効税率                               40.65
(調整)
交際費等永久に損金に算入されない項目        0.61
その他                                      0.28
税効果会計適用後の法人税等の負担率         41.54

2．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との間の差異の原因となった主要な項目別内訳

（単位：％）
法定実効税率                               40.65
(調整)
交際費等永久に損金に算入されない項目        1.95
その他                                      0.21
税効果会計適用後の法人税等の負担率         42.81
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（関連当事者との取引）

前事業年度

（1）親会社

取引条件及び、取引条件の決定方針等

1.  人件費は、出向者に対する実際支払額を基として決定しております。

2.  取引条件の決定については、一般取引条件と同様に決定しております。

 

上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

 

（2）親会社の子会社等

取引条件及び、取引条件の決定方針等

1.  事務所賃借料は、外部貸主への実際支払額を基に面積比で決定しております。

　　人件費は、出向者に対する実際支払額を基として決定しております。

2.  立替費用は、第三者に支払われた実際支払額を基として決定しております。

3.  取引条件の決定については、一般取引条件と同様に決定しております。
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上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。
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当事業年度

（1）　親会社及び法人主要株主等

取引条件及び、取引条件の決定方針等

1.  人件費は、出向者に対する実際支払額を基として決定しております。

2.  取引条件の決定については、一般取引条件と同様に決定しております。

 

上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

 

（2）　兄弟会社等

取引条件及び、取引条件の決定方針等

1.  事務所賃借料は、外部貸主への実際支払額を基に面積比で決定しております。

　　人件費は、出向者に対する実際支払額を基として決定しております。

2.  立替費用は、第三者に支払われた実際支払額を基として決定しております。

3.  取引条件の決定については、一般取引条件と同様に決定しております。
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上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。
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（1株当たり情報）

 

前事業年度
自　平成18年4月 1日

至　平成19年3月31日

当事業年度
自　平成19年4月 1日

至　平成20年3月31日

1株当たり純資産額                  270,115円67銭
1株当たり当期純利益                141,770円06銭

なお、潜在株式調整後1株当たり当期純利益につい
ては、潜在株式が存在していないため記載しておりま
せん。

1株当たり純資産額                  301,412円83銭
1株当たり当期純利益                166,297円15銭

なお、潜在株式調整後1株当たり当期純利益につい
ては、潜在株式が存在していないため記載しておりま
せん。

 

（注）1株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

 前事業年度
自 平成18年4月 1日
至 平成19年3月31日

当事業年度
自 平成19年4月 1日
至 平成20年3月31日

当期純利益（千円） 3,062,233 3,592,018

普通株式に係る当期純利益（千円） 3,062,233 3,592,018

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式の期中平均株式数（株） 21,600 21,600

 

（重要な後発事象）

 

前事業年度
自　平成18年4月 1日
至　平成19年3月31日

当事業年度
自　平成19年4月 1日
至　平成20年3月31日

－ －
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（１）  中　間　貸　借　対　照　表
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（２）  中　間　損　益　計　算　書
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（３）  中間株主資本等変動計算書
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

 
　
　　科　目

第14期中間会計期間
（自　平成20年 4月 1日
　至　平成20年 9月30日）

1 引当金の計上基準 (1) 退職給与引当金
退職給与に備えるため、退職給与規程に従い算出され
る、当中間会計年度末において発生していると認められ
る退職給与の見込額に基づき必要額を計上しておりま
す。
このうち、役員分は　63,661千円であります。

2 その他中間財務諸表作成のための基本
となる重要な事項

(1)  消費税等の処理方法
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっ
ております。
また、仮払消費税と仮受消費税は相殺のうえ表示して
おります。

(2)  退職給付会計
退職給付費用は従業員の退職給付に備えるため、当期
末における退職給付債務及び年金資産の見込み額に基づ
き、必要額を計上しております。また過去勤務債務及び数
理計算上の差異の費用収益処理方法は以下のとおりであ
ります。過去勤務債務は、発生年度に全額費用処理してお
ります。数理計算上の差異は、発生年度に全額損益処理し
ております。
 

 

追　加　情　報

 
　
　　科　目

第14期中間会計期間
（自　平成20年 4月 1日
　至　平成20年 9月30日）

未収委託者報酬、未払費用 未収委託者報酬及び未払費用は、従来、未払代行手数料
を含まない額を資産及び負債に計上しておりましたが、
当会計年度から、未払代行手数料を含んだ未収委託者報
酬を資産計上するとともに、未払代行手数料を未払費用
に計上する表示方法に変更いたしました。この結果、従来
の方法によった場合に比較して、未収委託者報酬及び未
払費用は、1,244,532千円大きく計上されておりますが、
中間純利益に対する影響はありません。

 

注　記　事　項

（中間損益計算書関係）

第14期中間会計期間
（自　平成20年 4月 1日
　至　平成20年 9月30日）

*1　役員報酬の範囲額　　　　　取締役    年額 300百万円以内
　　　　　　　　　　　　　　　監査役    年額 50百万円以内

 

（中間株主資本等変動計算書関係）

第14期中間会計期間
（自　平成20年 4月 1日
　至　平成20年 9月30日）

1.　発行済株式に関する事項 
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2.　配当金に関する事項 
　　配当金支払額

 

（デリバティブ取引関係）

第14期中間会計期間末
( 平成20年9月30日現在 )

当社はデリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。

 

（1株当たり情報）

第14期中間会計期間
（自　平成20年 4月 1日
　至　平成20年 9月30日）

1株当たり純資産額　　　　　　　　　　　　200,842円52銭
1株当たり中間純利益金額　　　　　　　　　 73,527円69銭

なお、潜在株式調整後1株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在していないため記載し
ておりません。
１株当たり中間純利益の算定上の基礎

中間損益計算書上の中間純利益                    1,588,198千円
普通株式に係る中間純利益                        1,588,198千円
普通株式に帰属しない金額の主要な内訳     該当事項はありません
普通株式の期中平均株式数　　　　　　　　　 　　　　　　21,600
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４【利害関係人との取引制限】

 

委託者は、「金融商品取引法」の定めるところにより、利害関係人との取引について、次に掲げる行

為が禁止されています。

①　自己又はその取締役若しくは執行役との間における取引を行うことを内容とした運用を行うこと(投

資者の保護に欠け、若しくは取引の公正を害し、又は金融商品取引業の信用を失墜させるおそれがな

いものとして内閣府令で定めるものを除きます。)。

②　運用財産相互間において取引を行うことを内容とした運用を行うこと(投資者の保護に欠け、若しくは

取引の公正を害し、又は金融商品取引業の信用を失墜させるおそれがないものとして内閣府令で定め

るものを除きます。)。

③　通常の取引の条件と異なる条件であって取引の公正を害するおそれのある条件で、委託者の親法人等

（委託者の総株主等の議決権の過半数を保有していることその他の当該金融商品取引業者と密接な

関係を有する法人その他の団体として政令で定める要件に該当する者をいいます。以下④⑤において

同じ。）又は子法人等（委託者が総株主等の議決権の過半数を保有していることその他の当該金融商

品取引業者と密接な関係を有する法人その他の団体として政令で定める要件に該当する者をいいま

す。以下同じ。）と有価証券の売買その他の取引又は店頭デリバティブ取引を行うこと。

④　委託者の親法人等又は子法人等の利益を図るため、その行う投資運用業に関して運用の方針、運用財産

の額若しくは市場の状況に照らして不必要な取引を行うことを内容とした運用を行うこと。

⑤　上記③④に掲げるもののほか、委託者の親法人等又は子法人等が関与する行為であって、投資者の保護

に欠け、若しくは取引の公正を害し、又は金融商品取引業の信用を失墜させるおそれのあるものとし

て内閣府令で定める行為。

 

５【その他】

(1) 定款の変更

当社の定款の変更に関しては、株主総会の決議が必要です。

当社の営む業務に第一種および第二種金融商品取引業を加えるための所要の変更を行いました。な

お、この変更は平成20年9月4日付の株主総会において承認されております。

 

(2) 訴訟事件その他の重要事項

委託会社およびファンドに重要な影響を与えた事実および与えると予想される事実は発生していま

せん。
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第２【その他の関係法人の概況】

 

１【名称、資本金の額及び事業の内容】

 

(1) 受託会社

名称
資本金の額

(平成20年9月30日現在)
事業の内容

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 3,242億円

銀行法に基づき監督官庁の免許を受
けて銀行業を営むとともに、金融機
関の信託業務の兼営に関する法律
（兼営法）に基づき信託業務も営ん
でいます。

 

(2) 販売会社

名称
資本金の額

(平成20年9月30日現在)
事業の内容

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 9,969億円
銀行法に基づき監督官庁の免許を受
け、銀行業を営んでいます。

 

 

２【関係業務の概要】

 

(1) 受託会社

当ファンドの受託者として、受益権の設定に関する通知、信託財産の保管・管理・計算等を行い

ます。

 

(2) 販売会社

当ファンドの販売会社として、受益権の募集・販売業務、一部解約金・償還金、収益分配金の支払

い等に関する事務等を行います。

 

３【資本関係】

(1) 受託会社

該当事項はありません。

 

(2) 販売会社

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

ユービーエス・グローバル・アセット・マネジメント株式会社(E12473)

有価証券報告書（内国投資信託受益証券）

67/73



第３【参考情報】

当計算期間において提出された、ファンドに係る金融商品取引法第25条第１項各号に掲げる書類は以

下の通りです。

 

平成20年8月29日                 有価証券報告書
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独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書

平成２１年１月２９日

ユービーエス・グローバル・アセット・マネジメント株式会社

取　締　役　会　御　中

あらた監査法人

指　定　社　員
業務執行社員

公認会計士　　　大畑　茂

  

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「ファンドの経理状況」に

掲げられているＵＢＳ償還条件付利回り積極追求型ファンド／デュアルバリア06-12　１年半判定の平成２０年５月

３１日から平成２０年１２月１日までの計算期間の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益及び剰余金計算書、注記表

並びに附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場

から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基

礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的

な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ＵＢＳ

償還条件付利回り積極追求型ファンド／デュアルバリア06-12　１年半判定の平成２０年１２月１日現在の信託財産

の状態及び同日をもって終了する計算期間の損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認

める。

 

ユービーエス・グローバル・アセット・マネジメント株式会社及びファンドと当監査法人又は業務執行社員との

間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

 

(注)　１．上記は、当社（本書提出会社）が、独立監査人の監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであ
り、その原本は当社が別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。

 

 

　　委託会社の監査報告書（当期）へ
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独立監査人の監査報告書
 

平成２０年６月１７日

 
ユービーエス・グローバル・アセット・マネジメント株式会社

取　締　役　会　　御　中

 

新日本監査法人

 
代　表　社　員

公認会計士 猪　鼻　孝　夫　　印
業務執行社員

    

代　表　社　員
公認会計士 山　口　光　信　　印

業務執行社員

 
業務執行社員 公認会計士 野　元　寿　文　　印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委

託会社等の経理状況」に掲げられているユービーエス・グローバル・アセット・マネジメント株

式会社の平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの第１３期事業年度の財務諸表、す

なわち、貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書について監査を行った。この財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ

た。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得

ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用

方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討する

ことを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断

している。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に準拠して、ユービーエス・グローバル・アセット・マネジメント株式会社の平成２０年３月３

１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。

 

以　　上

 

(注)　上記は、当社（本書提出会社）が、独立監査人の監査報告書の原本に記載された事項を電子

化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。

 

 

　　委託会社の監査報告書（中間）へ
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独立監査人の中間監査報告書
 

平成２０年１２月１０日

 
ユービーエス・グローバル・アセット・マネジメント株式会社

取　締　役　会　　御　中

 

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員

公認会計士 山　口　光　信　　印
業務執行社員

 
指定有限責任社員

公認会計士 野　元　寿　文　　印
業務執行社員

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委

託会社等の経理状況」に掲げられているユービーエス・グローバル・アセット・マネジメント株

式会社の平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日までの第１４期事業年度の中間会計期間

（平成２０年４月１日から平成２０年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借

対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見

を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、

当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判

断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中

間監査は、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基

礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸

表の作成基準に準拠して、ユービーエス・グローバル・アセット・マネジメント株式会社の平成

２０年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成２０年４月１

日から平成２０年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。

 

以　　上

 

(注)　上記は、当社（本書提出会社）が、独立監査人の中間監査報告書の原本に記載された事項を

電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。

 

　　委託会社の監査報告書（当期）へ
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独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書

平成２０年７月３０日

ユービーエス・グローバル・アセット・マネジメント株式会社

取　締　役　会　御　中

あらた監査法人

指　定　社　員

業務執行社員
公認会計士　　　大畑　茂

  

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「ファンドの経理状

況」に掲げられているＵＢＳ償還条件付利回り積極追求型ファンド／デュアルバリア06-12　１年半判定の平成１

９年１２月１日から平成２０年５月３０日までの計算期間の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益及び剰余金計

算書、注記表並びに附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、

試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの

評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、Ｕ

ＢＳ償還条件付利回り積極追求型ファンド／デュアルバリア06-12　１年半判定の平成２０年５月３０日現在の信

託財産の状態及び同日をもって終了する計算期間の損益の状況をすべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。

 

ユービーエス・グローバル・アセット・マネジメント株式会社及びファンドと当監査法人又は業務執行社員と

の間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

 

(注)　１．上記は、当社（本書提出会社）が、独立監査人の監査報告書の原本に記載された事項を電子化したも

のであり、その原本は当社が別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。

 

 

　　委託会社の監査報告書（前期）へ
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独立監査人の監査報告書
 

平成２０年６月１７日

 
ユービーエス・グローバル・アセット・マネジメント株式会社

取　締　役　会　　御　中

 

新日本監査法人

 
代　表　社　員

公認会計士 猪　鼻　孝　夫　　印
業務執行社員

    

代　表　社　員
公認会計士 山　口　光　信　　印

業務執行社員

 
業務執行社員 公認会計士 野　元　寿　文　　印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委

託会社等の経理状況」に掲げられているユービーエス・グローバル・アセット・マネジメント株

式会社の平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの第１３期事業年度の財務諸表、す

なわち、貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書について監査を行った。この財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ

た。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得

ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用

方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討する

ことを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断

している。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に準拠して、ユービーエス・グローバル・アセット・マネジメント株式会社の平成２０年３月３

１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。

 

以　　上

 

(注)　上記は、当社（本書提出会社）が、独立監査人の監査報告書の原本に記載された事項を電子

化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。
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